
4,479 百万円

（１）職業訓練関係 608 百万円

①　職業転換訓練費負担金 99 百万円

・被災離職者等が職業訓練を受講する際に、訓練手当を支
給する。

②　施設内訓練拡充 91 百万円

・被災地域の離職者等に対する建設関連分野の職業訓練を
はじめとした公共職業訓練を拡充する。

③　訓練生に対する授業料等の経済的支援 418 百万円

・被災地域の訓練生等に対する学卒者訓練や在職者訓練の
受講料等を免除する。

（２）訓練施設等の復旧支援 3,871 百万円

①　認定職業訓練施設等に対する復旧支援 313 百万円

・被災した認定職業訓練校の復旧に係る施設整備に対する
国庫補助率を引上げ、所要の国庫補助を行う。
　（国庫補助率の引上げ　１／３　→　１／２）

②　都道府県職業能力開発施設の災害復旧等 963 百万円

・被災した県立の職業能力開発校等の復旧に係る施設整備
に対する国庫補助率を引上げ、所要の国庫補助を行う。
　（国庫補助率の引上げ　１／２　→　２／３）

2,349 百万円

・被災した宮城職業能力開発促進センターについて早期に
職業訓練を再開するため、仮設実習場の整備等を行う等、
職業能力開発促進センター等の修繕等を行う。

246 百万円

・被災した情報処理技能者養成施設（コンピュータ・カレッジ）
及び地域職業訓練センターについて、必要な修繕を行う。

③　職業能力開発促進センター等の災害復旧等
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④　その他
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